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のインターネットに代表されるように、新しい

メディアの構築・発展が顕著に顕在化されてき

ており、その利用範囲は明示的に単なる企業経

営のみに留まらず、日常生活においても有効に

包含され機能している。

　しかし、顧客個々のニーズ・ウォンツの多様

化、高度化の進展が非常に流動的で激しい現代

社会において、顧客満足を形成していく為には

情報共有から知識共有への転換・移行が求めら

１．研究の背景と目的
　高度情報・知識社会に入った現代社会におい

て、ホスピタリティ組織はどのような構造を持

ち、今後どのように継続・発展可能なのか。近

年のＩＴ（Information Technology）の進歩に伴

い、より高質で即時性を兼ね備えた情報提供が

可能となり、組織間、又は組織内部での情報共

有が今後益々統合・促進され、その比重が急速

に高まっていくことが予想される。また、今日

ホスピタリティ組織における知識システムに関する一考察
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　本研究は、沖縄北部地域のリゾートホテルの従業員を事例として、ホスピタリティ組織における知

識体系の変換構造を実証的に分析したものである。

まず、ホスピタリティ組織に関する概念的枠組みや組織構造モデルを考察する。次に、従業員の知識

体系をホスピタリティ知識の知識変換モデルを適用し、ホストとゲスト間の知識システムを実証分析

する。最後に、ホスピタリティ組織構造の位置付けや課題を検討する。
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Abstract

      The present study is an attempt to analyze the knowledge transformation of hospitality organizations in the 

northern region of Okinawa prefecture. Study Ⅰfocuses on the conceptual framework of hospitality organiza-

tions and on models of organizational structure. StudyⅡ deals with knowledge transformation with respect to the 

cognition structure of the resort hotel employee as  sampled from May to June, 2001. The paper suggests that the 

hospitality knowledge of an employee might be transformed between being a host and a guest.  
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３．ホスピタリティ組織の認識構造
本章では、知識変換の観点から知識共有システ

ムとしての「ホスピタリティ組織」に関して考

察する。特に、近年の新しい組織論におけるメ

タファーや非合理性等、組織シンボリズムに着

目しながら、ホスピタリティ経営に適した組織

構造モデルを提示し、サービス組織との境界を

比較・検討する注１）。

　 

（１）ホスピタリティ組織におけるメタ
ファー注２）

　近年の組織研究においては、意味世界の理論

化のため、組織シンボリズム研究の方法論として，

経験や概念の体系化、類似化、カテゴリー等の

ようなある事柄を他の事柄を通して理解し経験

するメタファーが重要な地位を占めている注３）。

メタファーはある状況を明確に明示し、組み立

て、問題を課し、そして結論を導くための方法

を提供する。

　特に、ホスピタリティ経営の場合、ホスピタ

リティ組織の認識構造を理解するためにメタ

ファーを用いる。拡大されたホスピタリティ製

品の解釈や伝統的組織・サービス組織との構造

認識の類似性等、組織構造の理解に有効である。

また、ホストとしての組織メンバーである以上、

従業員は言語を操り、そしてメタファーを生み

出し、組織を理解した上で吟味する。そして、

出来事、行動、及びゲストに対し意味を付与す

るのである。

（２）ホスピタリティ組織における非合
理性
　現代組織論は、ポスト・モダンと位置づけら

れるが、それは一言で言えば、近代合理主義に

少なからず反旗をひるがえす傾向であると言え

る。たとえば近代組織論が「合理性」・「確実

性」・「計算可能性」を特徴としたとすると、

ポスト・モダンの組織論は組織における「非合

理性」・「非確実性」・「曖昧性」などを見よ

れるといえる。特に、ホスピタリティ組織にお

いては、ホストとゲストがホスピタリティ・エ

ンカウンターにおいてホスピタリティ知識を共

有し、双方の相互作用によるゆとり、やすらぎ

の共創が効率的に活用・生成され必須のものに

なると考えられる。

そこで本研究では、ホスピタリティ組織内部に

おける知識共有システムを中心に取り上げ、知

識変換の実証分析をおこなう。

　本稿の目的は、ホスピタリティ社会における

ホスピタリティ研究の位置付けとして、ホスピ

タリティ研究におけるホスピタリティ組織構造

の体系化を検討することである。

　第一には、近年の組織シンボリズムに関する

既存研究の検討を行い、ホスピタリティ組織に

おけるメタファーや非合理性の可能性を考察す

る。

　第二には、組織を知識共有システムの観点か

ら、「ホスピタリティ組織（以下HO）」にお

けるゲスト、ホスト間のインターフェイスの関

係性として捉え、ホスピタリティ組織における

知識変換と知識変性を考察する。

　第三には、ホスピタリティ組織における認知

構造の図式モデル化として、ホスピタリティ経

営に適応し得る組織認識構造を考察し、その特

性やモデルを構築する。

２．研究の対象と方法
研究対象としては、沖縄北部地域のホスピタリ

ティ組織体としてのリゾートホテルの従業員を

対象としている。

方法として、まず、組織における情報・知識の

位置付けと、それに基づいた組織内部構成員の

特性を客観的な図式モデルを提示し考察する。

次に、アンケート調査をおこないホスピタリティ

組織構成要因としてのホスピタリティ知識の認

識構造、及びそのプロセス、現状を具体的に把

握した上で、最後に今後の課題について検討す

る。

－74－



を持つ自己知識をホストとゲスト間で共有する

際に、その方法としてメタファーを用いること

によって、お互いにより理解を共有し、ホスピ

タリティを伴ったインターフェイスが生まれや

すくなるのではないかと考えられる。

（３）ホスピタリティ組織における知識
変換
 行為者間の情報・知識共有システムにおいて、

その伝達・変換過程におけるホスピタリティ情

報 (Hospitality Information、以下HI)、ホスピタ

リティ知識  (Hospitality Ｋnowledge、以下HK)

の流れをみると、メタ認知（Meta Cognition）

としての情報変換（Transformation of Information）

の領域と、行為者内部における情報・知識変換、

その前後のプロセスとしての知識変性（T

うとする注４）。

　ホスト・モダンの組織論としての新しい時代

の組織概念に言及するミンツバーグの非合理的

組織論をもとに、近代組織論の１つの特徴でも

ある本来の合理的側面のみではなく、非合理的

側面も含め、「ホスピタリティ組織」について

考察してみると、ホストとゲストとの相互関係

において形成される知識共有システムは、合理

的側面に属すると考えられるが、ミンツバーグ

のいう「直感」概念も含めた行為者個々の持つ

自己知識体系は流動的であり、自立した個人の

知覚した主観的な経験やコンテンツから成り、

これらが非合理的側面として、情報・知識変換

プロセスにおいて顕在化されてくるものではな

いだろうか注５）。

　また、知識変換過程において、非合理的側面
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図－１　ホスピタリティ・エンカウンターにおける情報・知識変換
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　従来の伝統的組織とサービス組織の構造をも

とに、その差異からホスピタリティ組織の構造

とそのホスピタリティ活動領域を経営組織の観

点から検討する。

　 組織構造に関してアールベソン（M.Alvesson）

は、従来のピラミッド型の組織階層を、フラッ

トで分権的なものに変えるべきと主張する注７）。

またアルブレヒト（Ｋ.Albrecht）は、そのピラ

ミッド型の組織構造を逆転させた逆ピラミッド

型にする必要性を問い、サービス組織として説

明した。ところが、ホスピタリティ組織の構造

を必ずしも逆ピラミッド型で説明することは不

十分である注８）。

　従来の伝統的な組織構造は、階層として顧客

を底辺に、そして経営者（CEO）をトップに位

置付けている組織構造であるのに対し、アルブ

レヒトによれば、サービス組織は従来の組織構

造を180度回転させた組織構造であり、所謂「御

客様は神様である」という組織構造を示してい

ransmutation of Knowledge）が考えられる（図

－１）。知識変性は、ホストとゲスト内部にお

ける双方の情報変換も含めた一連の情報・知識

共有の過程であると考えられ、HKからの変性

を伴ったHIが、ホスピタリティ・エンカウンター

において変換され両者の認識構造を形成してい

るといえる。つまり、HI、HKがホスピタリ

ティ・エンカウンターの構成要素の一部を成し、

個々が持ち得るHKは、それぞれの主観に依存

しその価値が認識されているため、異なって形

成されている（図－２）。

　また、行為者における合理的・非合理的側面

に着目し考察してみると、ホストとゲストに内

在しているHKは、何れも合理的側面と非合理

的側面から成ると考えられるが、知識変性、情

報変換の過程を経て相互作用し、ホスピタリティ

が形成されているといえる注６）。

　

（４）ホスピタリティ組織の構造モデル
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図－２　ホスピタリティ情報の相互作用モデル
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（２）単純集計結果と考察
　アンケート調査の中で、ホスピタリティ製品

（以下HP）の提供に影響する要素として、HO

における知識システムの質的転換の観点から5

項目（ホスピタリティ情報への対応、組織構造

のフラット化、ホスピタリティ教育、ホスピタ

リティ・マインド、ホスピタリティ表現）を構

成要素として提示し、その関連性について実証

トホテルを選定し、20代～50代までの従業員

100名を対象とした。調査期間は、2001年5-6月

の2ヶ月で、分析方法は、まず、単純集計結果

を分析し、相関分析としてはCramer'sVを適用

する。

調査方法は、留め置き法によって実施し、有効

回答率は24％である。調査対象の特性は、次の

通りである（表－１）。

る注９）。一方、ホスピタリティ組織の構造は、

サービス組織の構造を60度回転させ、組織構成

員全てが同様の立場にあるということを前提に

しているものの、個々が持つ本来の特性（図式

モデル上のA，B，C）は失われることなく顕

在化している組織構造であるといえる（図－

３）。また、サービス組織からホスピタリティ

組織に転換されるプロセスにおいて、その中央

ラインからサービス組織側がホスピタリティ・

サービスの領域、ホスピタリティ組織側がサー

ビス・ホスピタリティの領域であると考えられ

る（図－４）注10）。

組織構成員としては、ホスピタリティ顧客

（HC）、ホスピタリティパーソナル（HP）、

ホスピタリティマネジャー（HM）、チーフナ

レッジオーガナイザー（CKO）から成っており、

双方間では、HKの共有が常に成されている。

４．実証分析
　本章では、前章で考察したホスピタリティ組

織の認識構造を踏まえ、ここでは実際のホテル

において、組織メンバーとしての従業員をどの

ように認識し、相互関連しながらコミュニケー

ションしていくのかをアンケート調査によって

実証分析を行う。

 （１） 調査の概要
調査の対象として、沖縄北部の恩納村のリゾー
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図－３　ホスピタリティ組織とサービス組織の構造 図－４　ホスピタリティ組織構造モデル

表－１　調査対象の構成
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付けを把握するために、「お客様は神様という

言葉に共感できますか」という質問を行った結

果、「非常に共感できる」が25％、「やや共感

できる」が60％、「余り共感できない」という

回答は15％であった。

　あらゆる組織には独自の文化があり、また組

織員の動因をリードする。従来の伝統的組織構

造は、その組織構造において顧客を底辺に、ま

たサービス組織においては顧客を最上部に位置

付け、ゲストにサービスを提供するため組織構

造は従来の形態の逆さまになるのに対し、HO

は組織構成員全てが同様の立場にあるというこ

とを前提にしているものの、個々が持つ本来の

特性は失われることなく顕在化されている組織

といえる。このような観点から、調査したホテ

ルの組織構造はHOに当て嵌まると解釈するこ

とができる。

３）ホスピタリティ教育

分析を行った。各要素については以下の通りで

ある（表－２）注11）。

１）ホスピタリティ情報への対応

　「顧客個々のウォンツ対してはどのように対

応しますか」という質問に対し、「全て自発的

に最後まで対応する」が10％、「役割分担をし

対応する」という回答が20％、「全て担当者に

任せる」が70％であった。

　つまり、帰属的要因によって役割が確立して

いる組織において、ゲストからのHPに対する

ホスピタリティ情報としてのウォンツが、ホス

トの認知構造の中で如何なるプロセスを経て知

覚されたか、換言すれば、如何なるインターフェ

イスを通して情報伝達・変換されたかによって、

その対応・対処方法に差異が発生するというこ

とが説明可能である。

２）組織構造のフラット化

　ホスピタリティ組織構造における顧客の位置
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表－２　アイテム別構成要素の集計結果

No アイテム カテゴリー 平均 分散 標準偏差

1

2

3

4

5

2.4

1.9

2.5

3.2

2.85

0.57

0.41

0.79

0.8

0.87

0.75

0.64

0.89

0.89

0.93

ホスピタリティ情報への対応

組織構造のフラット化

ホスピタリティ教育

1.全て自発的に最後まで対応する

2.役割分担をし、対応する

3.全て担当者に任せる

1.サービス組織

2.ホスピタリティ組織

3.従来の組織

1.非常に満足

2.やや満足

3.普通

4.やや不満

1.仕事に感情を持ち込むことが結構ある

2.仕事に感情を持ち込むことがたまにある

3.どちらとも言えない

4.仕事に感情を持ち込むことは余り無い

1.対応を変えることは結構ある

2.対応を変えることはたまにある

3.どちらとも言えない

4.対応を変えることは余り無い

ホスピタリティ・マインド

ホスピタリティ表現



向にあると考えられる。

４）ホスピタリティ・マインド

　「仕事にプライベートな感情を持ち込んだた

め、ホスピタリティを欠いてしまったことはあ

りますか」という質問では、「よくある」が5

％で、「たまにある」が15％、「どちらともい

えない」が35％、「余り無い」は45％であった。

　ホストとゲスト間の知識共有において、その

変換過程における建設的一要素としてのホスピ

タリティ・マインドが、エンカウンターでHP

としてのメタファーを生み出し、顧客満足形成

に寄与しているということを示唆するものであ

ると捉えられる。

５）ホスピタリティ表現

　「顧客個々の容姿や話し方で対応を変えてし

まったことがありますか」という質問に対して

は、5％が「結構ある」、35％が「たまにある」

　「現在のホスピタリティ教育に関して満足し

ていますか」という質問では、10％が「非常に

満足」、45％が「やや満足」、30％が「普通」、

残り15％は「やや不満」という回答が得られた。

　即ち、組織を支えているのは人間・個人であ

り、組織体そのものを繁栄・機能させる個々の

人材を育成していくことが教育であるといえる。

また、行為者の組織内外におけるホスピタリティ

知識の共有がホスピタリティ教育であると考え

られる。そういった観点から上記の結果を考察

してみると、ホテルにおいてホスピタリティ・

マーケティングを展開していくに当り、HPを

提供する従業員個々の能力向上に関しては積極

的に取り組んでいると解釈できる。回答では「や

や不満」という声も多少あるものの、半数以上

は「満足している」と回答していることから、

ホスピタリティ教育に関しては充実している傾
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で顧客とインターフェイスを持つ際、HPを提

供することができなくなり、HOとしての条件

を満たすものではなくなる恐れがあるといえる。

また逆に、組織構造をフラット化させることに

よって、知識共有を活発に図ることのできる環

境を造り、サービス組織からホスピタリティ組

織へ変性させる足懸かりを獲得することが可能

になるのである。

　以上のことから、この内の1要素の善し悪し

が、連鎖的に他の1つ、そして組織構造のフラッ

ト化にまで影響を及ぼす可能性が十分にあると

考えられる。換言すると、これら2要素を円滑

に進めることが、HO形成に繋がると考えられ

る。即ち、HOを形成したことがHPを提供した

ことになるのである。

５．まとめと課題
　沖縄北部の恩納村におけるリゾートホテルの

従業員を対象として、現代組織論における特性

を検討しながらホスピタリティ組織構造におけ

る知識変換の観点から分析を行った。

ホスピタリティ組織における知識共有システム

とは、組織構造の認識をメタファーとして解釈

するインターフェイスである従業員（内部顧客）

が、エンカウンターにおいてゲストとの情報共

有や知識変換を通して知識変性するホスピタリ

ティ知識体系として自己組織化のプロセスであ

ろう。このようなプロセスにおいて、相互関連

性を表す両者間の関係の質は重要である。つま

り、ホスピタリティ情報・知識の伝達・変換に

よって形成される信頼やコミットメント等、知

識共有システムの中でどのように相互作用する

かに対しては、今後の解明すべき課題の１つで

ある。

　尚、今回の調査では、主にホスピタリティ組

織としての経営組織であるホテル組織に着目し

従業員を中心とした分析を行ったが、単に経営

組織のみに留まらず、沖縄におけるリゾートの

現況においては、従業員は勿論、ゲストをもて

と回答し、「どちらとも言えない」と「余り無

い」は共に30％であった。

　即ち、表現者としてのゲストが自らの知識、

或はホスピタリティ知識を、外部刺激や内発的

動機から外面化・客観化し、どのような表現プ

ロセスを経て理解者であるホストがそれを知覚

したか、つまりホストの認知構造において、結

果として知識とホスピタリティ知識の何れに伝

達・変換されたによって、ホストの今後の行動

に影響を齎していると解釈することができる。

（３） 組織構造形成要素の相関分析
　単純集計の結果をより具体的に考察するため

に、前述の5つの組織構造形成要素をCramer'sV

によって分析し、相関関係を求めた（図－５）。

Cramer'sVとは、カテゴリカルなデータ間の関

連性（非独立性）示すための1つの測度であり、

連関係数V値は、0≦V≦1の間を動き、V値が1

に近いほど相関が高いことを示唆している注12）。

V＝

　例えば、アイテムAとB間のV値を算出する

場合、χ2値を求め、上記の公式に代入する。

　尚、今回はHPの中でも特にHOに着目してい

るため組織構造のフラット化を中心に考え、そ

れと他の4つの組織構造形成要素との個別の相

互関係及び、4つの組織構造形成要素間の関連

性を把握することを目的とし分析を行った。

　その結果、相関係数の高いものとしては、ホ

スピタリティ表現とホスピタリティ教育の0.67、

組織構造のフラット化とホスピタリティ教育の

0.54、組織構造のフラット化とホスピタリティ

表現の0.49が挙げられる。これらの値より、

HOを形成するには、ホスピタリティ教育とホ

スピタリティ表現との関連性が重要であると説

明することができる。つまり、ホスタリティ教

育が充実したものでなければ、エンカウンター
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X2

N×min｛K－1,L－1｝
N＝標本総数
K＝アイテムAのカテゴリー数
L＝アイテムBのカテゴリー数
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